
 

 

 

 

 

 

消費税等の転嫁をめぐり、不利益な状況・扱いは出てい

ませんか。（複数回答可） 

消費税 10％にするか年内にも決定されます。これについてど

う思いますか。 消費税や仕入・経費等の上昇を販売価格

に転嫁できていますか。 

消費税等が転嫁できない場合、どのような対策をしてい

ますか。（複数回答可） 

消費税 8％になって、納める税金が増えることに不安はあ

りますか。（複数回答可） 
消費税 8％の 4月以降、経営の状況はいか

がですか。 

 吹田民主商工会により 8 月から行なわれていた「消費税 8％に対する影

響調査アンケート」には、吹田市内の中小業者 400名（会内 224名、会外

176名）から回答が寄せられました。 
  

中小業者の 67.7％は価格に転嫁できない 
本来、全面的に価格転嫁するべき増税分が「出来ていない」から「半分

程度」と回答した方が 271 名 67.7％に上っています。5％の時よりも転嫁

できない割合が高まりました。中小業者にとって身銭を切らされる税制で

す。転嫁できない場合の対策では、営業努力として「仕入・経費削減」と

答える方も多くいましたが、「生活費抑制」と答える方が 121 名で最も多

く、事業主自らが我慢して経営を成り立たせようと必死の努力をしていま

す。転嫁した場合の影響では「客数・単価の減少」「取引数・量の減少」

と 155 名が回答。転嫁してもしなくても営業に悪影響を及ぼし、最初の設

問にある消費税増税後の経営状況について「悪くなった」「少し悪くなっ

た」と 256名 64.0％の回答に表れています。納税に対しては 189名が「不

安」、21名が明確に「納税できない」と回答しています。消費税に追い詰

められる中小業者の姿が鮮明です。 
 

中小業者の 86.5％が消費税増税に「反対」 
 年内の増税決定には「どちらかなら反対」までを含めると 400 名中 346

名 86.5％が反対と回答。消費税増税は中小業者にとって死活問題であり、

増税反対の意思がこれまで以上に強くなっています。 


